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論文
差別的通商政策の理論＊
? ?
一＊＊
要約
本稿では，生産の効率性が異なる m (~3) 個の国にそれぞれクールノー寡占企業が多
数存在する，同質財の産業内貿易モデルを構築し，差別的通商政策の経済効果を検討する．
前半において，各国が輸出補助金を使用する場合と使用しない場合の両方において，各国の
最適な差別的関税と一律関税を比較し， どのレベルの生産の効率性をもつ輸出国が最恵国
待遇 (MFN)原則により利益を得るのかを示す．後半では，輸入国が輸出自主規制 (VER)
を一部の輸出国に対して差別的に発動する場合，その VERが如何なる状況の下で自主的
に行なわれるのかを考察し，また，そのような VERがパレート改善的となる条件を導出
する．
キーワード：差別的関税；一律関税 (MFN関税）；輸出補助金； VER 
経済学文献季報分類番号： 06-21 ; 06-23 
1 はじめに
1986年から 8年にわたる GATT(General Agreement on Tariffs and Trade, 関税および貿
易に関する一般協定）ウルグアイ・ラウンドでの多国間貿易交渉の結果， 1995年 1月に発足した
WTO (World Trade Organization, 世界貿易機関）は経済のグローバル化とともに先進国のみな
らず途上国も含めた，オープンな貿易体制の確立を目指してきた．近年，盛んに結ばれる FTA
(Free Trade Agreement, 自由貿易協定）等の地域経済統合は戦前の排他的経済圏の形成を想起
させるため， GATT/WTOの精神と対立するのではないかと捉えられがちだが，むしろ，多角
的な自由貿易体制へのステップとしてみなされる．ゆえに，最恵国待遇 (Most-Favored-Nation
Treatment : MFN)原則の例外として，地域経済統合は GATT/WTO協定で認められている
(GATT第24条）．
最恵国待遇 (MFN)原則は内国民待遇 (NationalTreatment: NT)原則と並んで GATT/WTO
協定の基本原則の 1つ，「無差別」を構成する1l. MFN原則の下では， WTO加盟国はいずれ
＊本研究は関西大学在外研究・学術研究員期間（平成 16年 8月～平成 17年 7月）におこなわれた．
＊＊関西大学経済学部助教授 E-mail: sugeta@ipcku.kansai-u.ac.jp 
1) MFN原則を定めている GATTの条項として， GATT第 1条，第 13条，ならびに第 17条がある．
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かの国に与える最も有利な待遇を他のすべての加盟国に対して与えなければならない．例えば，
WTO加盟国の A国と B国 (WTO加盟国であるかどうかを問わない）との交渉において，製
品 aの関税率を 5%に削減すると約束した場合， この関税率は B国以外のすべての加盟国に
関しても適用されなければならない．そこで， MFN原則は如何なる経済効果をもつのであろう
か．一般には， A国が B国に対してのみ関税率を下げると， B国が国際競争力を元来有してい
ない輸出国であれば，生産が非効率的な B国からの輸入が拡大する貿易転換 (tradediversion) 
効果が生じるとされる．
不完全競争下における貿易および貿易政策の理論の文献では， MFN原則の経済効果を明ら
かにすすために，国内企業をもたない輸入国の政府が2つの外国からの輸入製品に対し，それ
ぞれ異なる率で関税（差別的関税， discriminatorytariff)を賦課する場合と同じ率で関税（一律
関税， uniformtariff, または MFN関税）を適用する場合とが比較される 2) • もっと最近の研究
では， Saggi(2004)が各国にクールノー寡占企業が 1つ存在する，同質財についての多数国産
業内貿易モデルをもちい， MFN原則を採択することが各国の経済厚生に如何なる影響を与える
のか検討している．彼の結果によると，輸入国は生産が効率的な輸出国に対してより高率の差
別的関税を賦課するので，貿易転換効果をもたらし，このことは社会的厚生の低下につながる．
そして，各国が差別的関税を賦課する政策ゲームのナッシュ均衡では，貿易参加国間の有効限界
費用（関税込みの限界費用）の大小についての序列は自由貿易時のものと同じになることが示さ
れている． さらに，国 iの MFN関税率が国 j(=Ii)に対して課す差別的関税率よりも低くな
るための必要十分条件は，国 jの限界費用が国 iへ輸出するすべての国の限界費用の平均より
も小である， という結果が導かれている．
本稿は， Saggi(2004)の多数国産業内貿易モデルを (i)各国には複数の国内企業が存在すると
一般化し， (i)各国による輸出補助金および国内販売補助金を導入することで拡張し， MFN原
則の採択による経済効果を明らかにする．輸出補助金の使用は GATT/WTO協定の下で禁止さ
れているが，実際は輸出企業に対する税制上の優遇措置や輸出国政府が低利で融資を行なう等，
実質的には輸出補助金とみなされる政策が採られている．国際間技術格差と戦略的貿易政策の
文献において，生産が効率的な輸出国ほど，自国企業の輸出に対してより高率の補助金を供与す
ることが示されている 3). これらの分析では，輸入国は輸入関税を使用しないと仮定されている
また， NT原則は「内外無差別」の原則と呼ばれる．つまり，輸入品に対する待遇は国境措置である関
税を除き，同種の国内産品に対するものと差別的であってはならないとする (GATT第 3条）．
2) Gatsios (1990), Hwang and Mai (1991), Choi (1995)等が代表的な研究である．
3)戦略的貿易政策の先駆的研究として， Dixit(1984), Brander and Spencer (1985), Eaton and Gross-
man (1986)等があり， deMeza (1986), Collie and de Meza (1986, 2003), Mai and Hwang (1988), 
Neary (1994)等が最適輸出補助金率の国際間格差と限界費用の国際間格差を結びつけた代表的な論文
である．
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が，本稿の分析では，輸入国が差別的関税ないし MFN関税を設定する状況でも，効率的な輸
出国ほどより高率の補助金を供与することが示される．また，各国がこのような関税・補助金政
策を実施するゲームにおいても，そのナッシュ均衡における貿易参加国間の有効限界費用の序
列は自由貿易時の序列を維持することも示される．
もう lつの代表的な差別的通商政策として， VER(Voluntary Export Restraint, 輸出自主規
制）を本稿でのモデル分析の対象に採り上げる.VERは輸入国が当該財の輸出国（の企業）に
その輸出数量を自主的に規制してもらう形での数量制限である丸輸入国自体が輸入量を直接規
制する輸入数量割当は GATTにおいて禁止されているが， VERはGATTでの違法性が不明瞭
であったため，灰色措置としてアメリカ政府等によって 1950年代以降，繊維，鉄鋼，カラー・
テレビ，自動車の日本からの輸入に対して発動された． しかし， GATTが 1995年に WTOへ
と改組されるにあたり， VERの使用は禁止されるに至った凡
VERの自主性 (voluntariness)については Harris(1985), Mai and Hwang (1988)等によっ
て，如何なる理由で VERを受け入れることが輸出企業の利潤の拡大につながるのか理論的に
解明されてきた凡 これらの研究では 2国モデルがもちいられているので， VERの規制を免れ
た輸出国の存在がどのような影響をもつのかが考慮されていない．本稿では，輸入国が差別的
にVERを1つ，ないし，いくつかの輸出国に対して要求する場合， (a)輸入国， (b)VERを適
用される輸出国と (c)適用されない輸出国の経済厚生に如何なる影響を及ぼすのかを考察する．
そこではまず， VERが自主的に輸出国によって行なわれるための必要十分条件が需要曲線の傾
きの弾力性と企業数によって記述される．そして， VERがパレート改善となるための必要十分
条件も同様に導出される．
本稿の構成は以下のとおりである．次節において，差別的関税， MFN関税，および差別的
VERを分析するための基本モデルを提示する．第 3節では，最適な差別的関税率と MFN関
税率の導出を行ない，これらのもつ性質を比較・検討する．第 4節は差別的 VERおよび一律
VERが輸出国によって自主的に行なわれる条件を導出する．さらに， VERが如何なる条件の
下でパレート改善となるかを吟味する．最後に，第 5節において，本稿の分析で得られた結論
4)政府が数量制限の当事者となる場合は GATT第 11条第 1項（数量制限の禁止）の違反になるが，
この条項は民間事業者には適用されない．
5)もっと最近の例として，日本政府が 2001年4月に中国からの農産品（ネギ，生シイタケ，畳表）に
ついてセーフガード（緊急輸入制限）暫定措置を発動した際に，中国政府は同年 6月，自動車，エアコ
ンなどについて 100%の関税を課したが，結果的には民間ベースで生産量の目安を話し合うことで決
着した． これは事実上，中国側の輸出自主規制であるといえる．
6)これらの研究では，通常， VERはライバルの行動についての複占企業の推測を変えると仮定されて
いる．例外として， Krishna(1989)がVER賦課後も複占企業はベルトラン＝ナッシュ推測をもつと想
定している.VERおよび VIE(Voluntary Import Expansion, 輸出自主拡大）についてのその他の
主要な研究については， Odaand Yeo (2005)で詳しい紹介がなされている．
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をまとめる．
2 モデル
m (2 3)国からなる，同質財についての国際寡占市場モデルを考える．国の集合を M=
{1, …，m}とする．また，国 iEMにとっての外国の集合を M_i= M¥ {i}と定義する．国 i
には ni個の国内企業が立地しているものとし，国 iにおける国内企業の集合を Ni三 {1,…, ni} 
で表す．国 iの国内企業は一定の限界費用 cを共有する.m個の国の番号を生産の効率性の順
序，すなわち， Ci+l2 Ci (i E {1, …, m-1})に応じて付け直す．各国市場 iEM において，企
業はクールノー型数量競争を行なうものとする．さらに， Brander(1981)および Branderand 
Krugman (1983)にならい，各国市場は分断されているとしよう (segmentedmarketsの仮定）．
国 iEMの国内企業 kE州の国内販売数量を点とし，国 iから国 jへのその輸出数量を
灼とする．国 iにおける国内企業の総販売量は Qii三 EkEN,点，国 iから国 jへの総輸出数
量は Qij=区kENi姑で表される．よって，市場 iにおける国内および外国からの総供給量は
zi = Qii +区jEM-iQjiとなる．
市場 iEMに供給する企業は逆需要関数Pi=Pi (Zi)に直面する． ここで， Piは市場 iにお
ける同質財の価格であり，右下がりの需要曲線 (p~= dpddZi < O)を仮定する． したがって，
国 iの企業 kE Niは次のような利潤関数をもつことになる．
叶=(Pi (Zi) -ci + si)外+L (pj (Zj) -Ci+ Sij―化）外・ (1) 
jEM~i 
ただし， Biは国内販売に対する補助金， Bijは国 iEMから国 jE M_iへの輸出に対する補助
金，そして，ゎは国 iからの輸入に対して国 jの課す差別的関税 (discriminatorytariff)の率
をそれぞれ表す． ここで企業 Kの総利潤を国内販売からの利潤， 1rt三 (Pi-Ci+ sれ）点，と輸出
市場あたりの利潤， 1rt三 (pj―Ci+ Sij―化）qいとに分割する．よって，叶＝社+I:jEM-i元
となる．
本稿のモデルは以下のとおり 2段階ゲームで記述される．第 1段階で，各国政府が自国の社
会的厚生が最大となるように輸出補助金率と関税率をナッシュ的推測のもとで設定する．そし
て，第 2段階で，所与の政策変数の下で各国の寡占企業がクールノー数量競争を行なう．この
ゲームの均衡概念は部分ゲーム完全均衡であり，後向きの推論 (backwardinduction)をもちい
て，それが導出される．
まず，第 2段階のクールノー＝ナッシュ均衡を特徴づける．各国市場は分断されており，限
界費用は一定であるので，企業は市場あたりの利潤が最大となるように国内販売量と各輸出量
を独立して決定できる．よって，所与の補助金• 関税率に対して，国 iEMの企業 kE Niに
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よる利潤最大化の 1階条件は次のようになる．
枷: a叶
-= =q訊 (Zi)+ Pi (Zi) -ci + si = 0, 
8qii . 8qii 
569 
(2a) 
枷f 臼
- = = qtpj (Zj) + Pj (Zj) -Ci+ Sij -tij = 0, j E M-i・(2b) 
aqij aqij 
同一国の国内企業は共通の限界費用をもつので，すべての kE Niに対して， qi↑三 miおよび
qiり=qijとなる． したがって，市場 iEMにおけるクールノー＝ナッシュ均衡条件は以下のよ
うに表現される．
qi瓜(Zi)+ Pi (Zi) = Ci -Si, 
%瓜 (Zi)+ Pi (Zi) = Cj -Sji + tji, j E M_い
ただし， zi= Qii十 LjEM-iQij, Qii三 niqi, および Qij三 niqiJである．
(3a) 
(3b) 
ここで，市場 iEMにおける m次元の補助金ベクトルを Si=(sい…，Siぃ…，Smi), そして国 i
の政府が課す (m-1)次元の輸入関税ベクトルを ti三 (tい…，ti-li,ti+li, …，tmi)で記すと，クー
ルノー＝ナッシュ均衡における ziは乙 (Si,ti)で表わすことができる． したがって，式 (3)を
もちいると，クールノー＝ナッシュ均衡における個別企業の国内供給量および輸出量はそれぞ
れ以下のとおりである．
qi (si, t』=Pi (Z』-Ci+ Si. 一松 (Zi) ' qji (sぃti)=
pi(Z』-Cj + Sji -tji 
• , .、 . (4) 
さらに，各市場において販売量はすべて戦略的代替 (strategicsubstitutes)であると仮定し
よう．つまり，
qji松I+p~< 0⇔ 且<1/0ji, i, j EM. (5) 
ただし， Ei三ーZ屈/p:は市場 iにおける需要の曲率 (curvature)ないし需要曲線の傾きの産
出量弾力性であり， eji= qji/ ziは市場 iにおける国 jの企業の市場シェアを表す．条件 (5)は
利潤最大化の 2階の条件およびクールノー＝ナッシュ均衡の存在と安定性を保証するものであ
る．また，その均衡は一意であると仮定する．
均衡条件 (3)を全微分すると，個別国内販売量および輸出量の変分はそれぞれ以下の式で表
現される．
dqi =—入iidZi 十ふdsii, dqji =—入jid乙+ 8i (dsji -dtji). (6) 
ただし，上式における係数は次のように定義される．
入i: (qiiP~'+ P~) / P:> 0, 〉lji三 (qjiP;'+p:) /p; > 0, c5i::: ー 1/p:> 0. (7) 
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さらに，これらの係数は入i= 1 -0i且および入ji= 1 -0ji且と変形される．式 (6)を市場 i
に供給するすべての企業について足しあげ，得られた式を d乙について解くと，市場 iにおけ
る総供給量の変化は次のように表される．
絋=(1 + Ai)―1ふI:nzdsli―(1+ Ai)―18i I: njdt圧 (8) 
lEM JEM_, 
ただし， Ai三 nふ+LjEM-i nj心=LzEMnz-Ei > 0である． ここで，線形の費用構造と分断市
場の仮定により，均衡における ziは外国市場において課される関税 (tj,j E M_Jおよび外国市
場をターゲットとする補助金 (sj,j E M_Jに依存しないことに注意しておく．さらに，国 iが
貿易相手国に対して関税率を一律 (uniform)に課さなければならない，すなわち， MFN制約に直
面する場合，すべての jEM→対して tji三 tとなるので， 8Zd8ti= -(1 + Ai)―1ふ区jEM-inj 
となることも付け加えておく．
国 iの社会的厚生は次のように定義される．
Wi三 CSi+ ni (1ri -Si心+ni L (1rij -sijqij) + L いjqji• (9) 
JEM→ JEM_, 
上式において， csi 三 J。~iPi (v) dv -Pi(Zi)乙は国 iの消費者余剰，叩=(Pi -Ci + Si) qれは国
内販売からの利潤，そして四=(pj―Ci+ Sij―tij) qijは国 jE M_iへの輸出による利潤であ
る．式 (9)を全微分し， dCSi= -Z瓜dZi,niqii = Qii, ならびに niqij= Qijをもちいて項を
整理すると，社会的厚生の変化は次のようになる．
如＝ーZ_i瓜d乙十ni(Pi -ci) dqi十I:Qjidtji十こいjd%i
jEM-i jEM-i 
+ ni L [ (pj -tij―ci) dqij + qi乃dZj―qijdtij]. (10) 
jEM-i 
ただし， z—i= Zi -Qii =~jEM-i Qjiは国 iの総輸入量を表わす．次節では，各国が自国の社
会的厚生を最大にするための最適輸出・輸入政策が導出される．
3 最適輸出・輸入政策
前節で，第2段階のクールノー＝ナッシュ均衡が導かれたので，そこでの比較静学の結果をも
とに第 1段階の政策ゲームのナッシュ均衡を各国が (i)差別的関税を使用する場合と (i)MFN 
原則に従い，一律関税を使用する場合とに分けて特徴づける．
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3.1 差別的関税と差別的補助金
まず，式 (10)から，自国の社会的厚生最大化のための 1階条件を導出する．国内市場につい
ては
枷 i , azi 
） 
8qii 
- = -Z-ip亡—+ni (Pi -ci -・ 一8q1i 
asii asii asii 
+Lい=0, 
にM_i asii 
如 i / 0 zi omi Oqzi 
-=-Z訊ー+ni (Pi -Ci) -叩 8tji 8tji + QJi十〉い =0,8tji j EM•• lEM-i 
また，輸出市場については
::; = n, [伽pjご：+ (p; -t,; -e;)塁l=0, 
補論 Aにおいて，最適な差別的関税率は
り＝一qj瓜ー p~'I: nj加）2' 
炸M_i
国内販売に対する最適補助金率は
吋＝ーqi松十p:'I:凡加）2' 
jEM-i 
そして，国 iから国 jへの輸出に対する最適補助金率は
j EM→・ 
(lla) 
(llb) 
(llc) 
(12a) 
(12b) 
s;j =一qijPj+ 1+ ふ— ,n ¥ n陶 Pj, (12c) 
となることが示されている．凡および心の定義より， s;j~0 ⇔ ni~(1 + Aj) / (1十入ij)⇔
Ej~(1 + I:jEM nj -ni) / (1 -n丸）という関係が得られることが分かる．そこで， Pij 三
-(Aj―几心） / (1 + Aj―ni心） < 0で，国 iの総輸出量の変化に対して，国 i以外の産業
が市場 jにおいて総供給量を如何に調整するかを表わす反応係数を定義しよう．すると，公式
(12c)はs?j= (ni -1) qijPj + PijQijPjという，より直感的な形で表現し直すことができる．公
式の第 1項はマイナスで，国内の寡占企業間の外部性を補正する役割をもつ．各国内企業は他
の国内企業の市場 jでの販売額に自社の販売量の拡大が如何に影響を与えているのかを認識し
ていないので，課税することで，各企業の販売量を抑えようとするものである．他方，プラスの
第 2項は利潤移転効果である立
以上の結果は既存研究を 3国以上の多数国ケースに拡張して得られたものである. 2国モデ
ルをもちいた Longand Soubeyran (1999)は企業レベルでの差別的生産補助金および差別的関
7)この公式は Helpmanand Krugman (1989)において対称的な国内企業を仮定した 2国モデルを用
い，詳細に議論がなされている．非対称的な国内企業については Changand Sugeta (2005)が詳しい．
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税について，類似する最適率の公式を導いている．彼らのモデルでは，非対称的な寡占企業がそ
れぞれ異なる非線形費用関数をもつと仮定されていた. Chang and Sugeta (2005)はさらに一
般化された費用構造を想定し，同様の結果を導いている．本稿で導かれた最適な輸出補助金率
の公式は Dixit(1984)等による，対称的な線形の費用構造をもつ国内企業を仮定した 2国モデ
ルのものを一般化している.ni = 1に設定すると， sJ= (-pJ)qiJ (AJ―心）/ (1+ AJ―心） >0 
となり， Branderand Spencer (1985)の結果と一致する．つまり，国内に 1社しか企業が存在
しない場合，輸出補助金が常に最適となる．
最適差別的関税率の差および最適輸出補助金率の差
輸入関税と不完全競争の文献では，輸入国は効率的な輸出企業により高率の関税を課すこと
で外国からレントを奪取しようとすることが示されている 8) • この結果を確認するために，国
jおよび Kからの輸入に対して適用される，国 iの最適な輸入関税率の差を計算すると，次の
ようになる．
t;i―凡＝ー (qji―qki)p~. (13) 
したがって， qが ~qki に応じて t;i~ 凡となる．輸出量の大きい企業ほど，高率の輸入関税に
直面するのである．他方，各国の最適輸出補助金率の差は個別企業の輸出量の差だけには依存
しない．輸出補助金と不完全競争の文献では，より効率的な輸出企業をもつ輸出国ほど，より高
率の輸出補助金を供与することが明らかにされている 9) • しかし， この結果は各国の国内企業
数が 2以上である場合，成立しない． このことを確認するために国 jおよび Kの最適輸出補助
金の差， s;i-8ici, を次のように計算する．
s;i -s~i = -(qji -qki) Pi+ 
, (1 +A』(Qji―仇）― njnk(qji―qki) / 
A・(14) (1 + Ai -nj心）(1 + Ai -nk心）
このように一般的なケースでは，最適補助金率の国家間の差異は産業レベルの輸出量の差だけ
でなく，各国の企業数等にも依存している．
Saggi (2004)にしたがい，各国には国内企業が 1つしか存在しないと仮定しょうこのとき，
国際間の最適輸出補助金率の格差は次のように表される．
sji -8~i = (-p~) (qji―qki) (1 -μjk). (14') 
8) Gatsios (1990), Hwang and Mai (1991), Choi (1995), Saggi (2004), Chang and Sugeta (2005) 
を参照のこと．
9) de Meza (1986), Collie and de Meza (1986, 2003), Mai and Hwang (1988), Neary (1994), 
Bandyopadhyay (1997), Chang and Sugeta (2005)を参照のこと．
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Ai 
ここで，上式の中の µ;k は次の性質をもつ10)•
0 <μjk::::: 
(1 + Ai―心） (1 + Ai―心）
573 
< 1. 
したがって，各国に国内企業が 1 つしか存在しない場合， qji~qki に応じて， s;i~8ki が成立す
る．我々の仮定の下では，輸出量の差異は限界費用の差異によって表されるべきなので，以下で
は，両者の関係を明らかにする．
まず，式 (4)から，外生的に与えられた輸出補助金 Sjiおよび sぃに対して，次の関係式が得
られる．
(qji―qki) p: = Cj―Ck -(Sji -Ski) + tji -tい・ (15) 
これに式 (13)を代入することで， tji-tt = -Cj―ck+ (sji -ski) -(t;i —凡）となる． これを
関税率の差について解くと，次式が導かれる．
り一凡＝
(ck -sぃ）― (Cj-Sji) 
2 
． (16) 
これは Hwangand Mai (1991)によって導かれた， 50%ルールである．つまり，最適な差別的
関税の差は実際の限界費用の差の半分となる．彼らは外国の輸出補助金は考慮していない，つ
まり， Sji = Sぃ=0の仮定のもとでこの公式を導いた. Gatsios (1990)は輸出国が最適な輸出
補助金を供与するモデルで輸入国の差別的関税を議論したが，関税率の差異を自由貿易時の限
界費用の差異と結びつけていなかった．以下では，関税率の差と補助金率の差を自由貿易時の
限界費用の差に換算して導出する．
式 (13)と(14')を式 (15)に代入すると，外国の輸出量の差 qji―q如についての 1次方程式，
如— qki)p: = Cj―Ck -(-pり(qji―q如） (1-ル）十 (-pり(qji―qぃ）を得る． これを解くことに
より，外国の輸出量の差を限界費用の差に関連付けることができる．
1 (-p~) (qji -qki) = . (ck -cj). 
1+μ 仇
(17) 
これを式 (13)および (14')に代入すれば，関税率の差と輸出補助金率はそれぞれ以下のように
表現されることになる．
1 
t;i―几= (ck -cj); 
1+μ 仄 (18) 
3 .* * 1 -μ 伍
” 
-8ki = 
1+μ 仇
. (ck -Cj). (19) 
10)まず，ふ＞心と Ai>入kiから，μ五が厳密に正であることが示される．次に，μ五 <1の証明は次
のようになる.l+Ai > 1+心＋入kiと1十ふ＞ふから， (1+A『-(1十入ji十入ki)Ai> 0となる．
これより， l-μ五=[(1 + A『-(1+心＋心）ふ＋心心l/[(1 +ふ―心）(1 + Ai 心ー）]>0が
導かれる．
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よって， Ck~Cj に応じて t;i~ 凡 (s;i~sk) が成立する．すなわち，より低費用な企業ほど
輸入関税によるペナルティーは大きく，より高率の輸出補助金が供与されるのである．さらに，
μJk E (0, 1)および s;□ ski = (t;i -tい(1-μ;k) < t;i―凡から，関税率の差のほうが輸出補助
金の差よりも大きいことが分かる．
命題 1寡占企業が各国市場でクールノー型数量競争を行なう多数国間の差別的関税・補助金ゲー
ムにおいて，輸入国は効率的な輸出企業に対してより高率の関税を賦課し，効率的な企業をも
つ輸出国はより高率の輸出補助金を供与する．任意の 2つの輸入国に対して課せられる輸入関
税率の差はそれらの企業の限界費用の差の 50%以上になる．また，各輸出国に 1つしか国内企
業が存在しない場合，輸出国間の最適輸出補助金率の差はそれらの輸出企業に課される最適関
税率の差よりも小さい．
m個の差別的関税率の選択は輸入国政府が自国の厚生を最大化するように選択されているの
に対し， m個の輸出補助金率の選択はそれぞれ， m個の輸出国政府により独立して選択され，
それらのナッシュ的な行動は内部化されていない． したがって，最適な差別的関税率， t;iぉょ
びtkiは外国企業 jおよび Kからそれらの生産の効率性に応じて有効に利潤を奪取することが
できる． しかし，自国企業しかターゲットにしない輸出補助金は国際間の生産性の相違をうま
く反映することはできないのである 11).
式 (18)および (19)をもちいると，政策ゲームの均衡における（関税から補助金を差し引い
たネットの関税込みの）有効費用格差は次のように表される．
c; -sj, + tj, -(ck -s;, 十凡） = (1+ l :iJ(C; ―ck). (20) 
これより， cj-s;i + t;i~ck ー咋 +tki ⇔ Cj~Ck および cj -s;i + t;i -(ck -ski十凡） > Cj-Ck 
という 2 つの関係が導かれる．すなわち，補助金•関税政策ゲームのナッシュ均衡は自由貿易時
の限界費用についての国際間序列を保持し，均衡における有効限界費用の格差は自由貿易時の
限界費用格差よりも大きくなることがわかる．よって，効率的な企業ほど政策ゲームによって
生産が拡大し，世界全体の生産の効率性は改善されることになる．
命題 2各国に 1つしか国内企業が存在しない場合，差別的輸入関税・補助金ゲームのナッシュ
均衡における有効限界費用の大小についての国際間順序は自由貿易時のものと同じである．
上述の命題は，各輸出国に企業が2つ以上存在するより一般的なケースでは成立しないであ
11)世界全体の生産の効率性を達成するには，社会的計画者は最も効率的な企業の生産を拡大させるため
にその企業に補助金を供与し，それ以外の企業に対しては生産をストップさせるくらい十分に高率な課
税を行なう．
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ろう．生産の効率性が高くても企業数が大きい輸出国ほど，輸出補助金ではなく，輸出税を課す
インセンテイヴをもつからである 12)•
3.2 MFN関税
最恵国待遇 (MFN)原則は国々が貿易相手国間で差別的な扱いを行なうことを禁じている．
よって，輸入国はすべての外国からの輸入に対して同率の関税を適用しなければならない． こ
の節では，国 iが MFN原則に従い，自国の社会的厚生が最大にする一律関税 (uniformtariff) 
率，すなわち， MFN関税を導出する． この MFN制約，つまり，すべての jE M_iに対して，
tji = tiという条件のもとでは，社会的厚生最大化のための 1階の条件が以下のように修正され
る 13)•
8Wi I azi 8mi az_i 
尻＝ー（化玩―1)乙+n, (Pi -e;) m. + t,at, = 0. (21) 
これを tについて解くと，国 iにとって最適な MFN関税率が次式のとおり導かれる．
t;" = (1-p誓）乙+n, (Pi -C』詈） 1(—詈）． (22) 
上式の分子は2つの要因から構成される．第 1項は交易条件 (terms-of-trade)条件効果であり，
第2項は利潤移転 (profit-shifting)効果である．
この最適な MFN関税率は補論 Bで示されるように，次式で書き直される．
t↑ = 
1 + LjEM-i nj 囚— 1)~ z-i·(22') 
EM-i朽
さらに，心—1 = -qjiP閏ならびにふ三 1/(-p:)を代入すると，上の公式をtf= (-p: -P? Lに）Z→
／区jEM-injと書き直すことができる． ここで， e_i三Z_dZiによって市場 iにおける輸入シェ
アを表すと，最適な MFN関税率が正となる必要十分条件は且<1/〇-iである．市場 iの需
要が線形，すなわち， Ei= 0であれば， tr;は常に正の値をとる．需要が十分に凸であれば，輸
入補助金が最適となる 14)0 
次に，この炉を最適な差別的関税率e.と比較する．すべての jに対して，式 (llb)をtji= t↑ 
で評価すると，次式が得られる 15)•
枷 i
atji 
= nj L nk(ck -cj + s悶— S悶）．い=tf ―p~~峠M_ink kEM-i 
ただし， S開は MFN制約の下での最適な輸出補助金率を表す．
(23) 
12) Dixit (1984)は輸出国の企業数が大きくなるにしたがって，輸出税が最適な政策であることを示し
た．
13)この式の導出には補論 Bを参照されたい．
14)クールノー複占モデルをもちい， Branderand Spencer (1984)が輸入補助金の可能性を需要曲線の
曲率 (curvature)に着目して明らかにした．
15)この式の導出には補論 Cを参照されたい．
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輸出補助金の供与がない，つまり，すべての jE M_iに対して，炉 =0の場合，次の関係が
導かれる．
誓い~,r=~(望二;n~:k -Cj)~0 • 誓:~-~~:k Z Cj. (23') 
これより，次の命題がただちに確立される．
命題 3各国に多数の国内企業が存在し，輸出補助金が使用されないとする．国 iの最適なMF
N関税率tr;が国 jからの輸入に対して適用される差別的関税率t;iよりも低（高）くなるのは，
国 jの企業の限界費用 Cjが輸出国の企業数で加重された限界費用の平均で-iよりも低（高）い
とき，かつ，そのときに限る．つまり，
t~- = t~ > < LkEM-i nkck Ji < i ぐ⇒ C・= J > I: ＝で-i・kEM-i nk 
(24) 
これは Saggi(2004)のモデルを単純に複数の国内企業が存在するケースヘ拡張したことで得
られた結果である．彼のモデルと同様に，需要構造を記述するパラメータが条件に一切入って
こないが，限界費用について企業数による加重平均をとらないといけない．当然ながら，すべて
の kE M_iに対して， nk= 1とすると Saggi(2004)の条件と一致する．
上で導出した条件が輸出補助金の存在によってどのように修正されるかを見るために，各国は
国内企業を 1つしか持たないという最も単純なケースを想定する．つまり，すべての iEMに
対して，几 =1を仮定する．これにより，各国が利潤移転のために輸出補助金を使用する点以
外は， Saggi(2004)と同じ設定となる．式 (23)の中の輸出補助金の差は (14)と同じ形で表さ
れないといけない．すなわち， S開一 S悶＝（ー pり(qji―qぃ） (1 -μ;k)が成立する．国々が MFN
制約を受ける場合，式 (4)から，（―pり(qji―qki)= s開一 S悶― (cj-ck)となる． これを代入す
ることによって， (s悶一 S悶）/(1ー μ;k)= s開一 S悶ー (Cj―ck)が得られる．さらにこれを s開一 S悶
について解けば，次式が導かれる．
l-μ 仇S悶— S悶＝叫い— Cj). (25) 
上式は式 (19)とは異なる．需要が線形であれば， μ;kは定数となり， s;i-ski < s閂一 S悶とい
う性質が明らかになる．
式 (25)とnk= l を式 (23) に代入し， µ~k = Ad (1 + Ai —心） (1 + Ai―心））をもちいれ
ば，次式が得られる．
如 1+ Ai―心
'"""'""" at. = (-PD (m-l)A・ L (Ck -Cj) (1 + Ai―心）．Jiい=t:" i kEM-i (26) 
ここで， EkEM-i(ck -cj) (1 + Ai―心）＝区kEM-ick (1 + Ai一入ぃ）一CjEkEM-i (1 + Ai -Aki) 
を利用すれば，以下の命題が成り立つ．
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命題 4各国には単一の国内企業しか存在しないとする．また，各国は輸出補助金と国内販売補
助金を輸入関税と同時に使用するとしよう．国 iの最適なMFN関税率坪が国 jからの輸入
に対して課す差別的関税率 t;iよりも低（高）くなるための必要十分条件は，国 jの限界費用
が国 i の需要パラメータで加重された輸出企業の限界費用の平均で〗よりも低（高）くなると
いうものである．つまり，
『＞籾
江 EM→(1十ふー Aki)Ck -入←⇒ C・< = C ji - i J ー ← (1 十ふ—入ki 、 -i・
kEM-i 
(27) 
また，需要が線形であれば，最適な輸出補助金率の国際間格差はMFN関税の下でのもの (s開一s:)
よりも，差別的関税の下でのもの (s;i-sk)のほうが大きくなる．
国々が国内企業を 1つもち，利潤移転目的の輸出補助金を使用すれば， Saggi(2004)のPropo-
sition 2はその条件に需要パラメータが入った形で修正されなければならない．彼の命題では需
要構造はまったく考慮しないで費用構造だけで差別的関税と MFN関税の大小関係が決定され
ていたが，外国政府が輸出補助金を供与する場合，費用条件だけでなく需要条件にも注意を払っ
て，それらの大小関係を決定しなければならない．以上の考察から，国々が初期において差別的
に輸入関税を設定している状態で，各国が MFN規定を受け入れることで貿易相手国の経済厚
生が改善するかどうかを判断するには，情報上の制約が非常に大きいことが分かる．
式 (25)とMFN制約により，国 jと国 Kの有効限界費用の差異は以下のように表される．
Cj -Sji + tfー (ck-s悶十tf)= Cj ― S開— (ck -s悶）＝—ー (Cj ― ck). (28) μ伍
これより，叫 E(0, 1)という事実と併せると， Cj-S悶 +tr;:~ck -s悶 +tr;:~⇒ Cj~Ck および
Cj-S悶＋籾ー (ck-s悶+tf) > Cj-Ckという関係が導かれる．すなわち，差別的な貿易政策の下で
の結果と同様に， MFN関税・補助金政策ゲームのナッシュ均衡の結果は自由貿易のときの費用格差
を保持し，有効限界費用の格差は自由貿易時の費用格差よりも大きいことがわかる．需要が線形で
あれば，叫=1/mが一定となるので， Cj-s;i + t;i -(ck -ski十凡） < Cj-Sド+tr;: -(ck -s悶＋籾）
となる 16). これまでの結果をまとめると，次のようになる．
命題 5各国に単一の国内企業しか存在しないが，輸出補助金が外国から利潤を移転する目的で
使用される場合のMFN関税・補助金ゲームにおいて，有効限界費用の大小についての国際間序
列は自由貿易時の序列と同じである．さらに，需要が線形であれば， MFN関税のもとでの有
効限界費用の格差は差別的関税のもとでの格差よりも大きくなる．
16)この不等式は，式 (20)および (28)をもちいると， (1十μ五/(l+μ;k))-1/μ;k= (m + 1)―1 (2-m2) < 0 
で確認できる．
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3.3 一律輸出補助金政策
ここでは，国際貿易および貿易政策の理論の文献ではあまり議論されていない一律輸出補助
金政策を考察する．つまり，国 iEMから国 jE M_iおよび国 j-/=k E M_iへの輸出に対し，
同率で輸出補助金を国内企業に供与する場合，最適一律政策は如何なる形で表現されるであろ
うか．
すべての輸出市場 jE M_iに対して， Sij三 Siという制約がある場合， この一律輸出補助金
が満たすべき l階の条件は次のようになる．
如 如
,',., 
8si = I: 尻ー=L n, [仇rl竺-(q,;p; + s,) aq,; = 0.jEM_,'<i~,, jEM_, J 8sij asJ (29) 
上式を導く際， Pj-tij -Ci = -(qijPJ + si)を用いた．これより，最適な一律輸出補助金率は次
式で与えられる．
sr = j~, 仇p;(~!:: -~!::) / ;~. ~!::- (30) 
上式において，クールノー＝ナッシュ均衡産出量の比較静学の結果は，すべてのjE M_iに対して，
Sij = Siで詔jfiされているので，区jEM-i8qij / asij = LjEM-i (l+ LtEM-i n心）(1 +ふ）―1c5j > 0 
および azj/尻— 8qij/尻 =(1+ 入ij)azj I asij―oj = -(1 + LにM_in心— ni) (1 +凡）―1釘
が成立する． したがって，これらを式 (30)に代入すれば，最適な一律輸出補助金率は次のよう
に表現される．
LjEM-i (1 + LにM_inzAzj -ni) (1 +ふ）―1qij 
sf = (30') 
区jEM-i(1 + LzEM-i n心） (1 + Aj)―1ふ・
ここで，すべての jE M_iに対して， 1+ LzEM-i nzふ>niが成立すれば，最適な一律輸出政
策は補助金であることが分かる．すなわち，国 iの国内企業の数が十分に小さいほど，または
外国（企業）の数が十分に大きいほど，輸出補助金が最適となる．これも Dixit(1984)の結果
と整合的である．
4 差別的輸出自主規制
輸出自主規制 (VER)は通常 2国間 (bilateral)のものなので，そのような輸出数量制限は 3
国以上の枠組みでは差別的となり得る.VERを要求されない輸出国が存在しているので， VER
を受け入れることが果たして，当事者に本当に利益をもたらすのかがここでの疑問である．つ
まり， Harris(1985), Mai and Hwang (1988)にならい，当事者による輸出規制が真に自主的
(voluntary) となるのかを問う．
いま， r(~m-1) 個の国が国 iE M と輸出規制に合意したとする． これらの国々はたいて
い国 iと比較すると当該財の生産が効率的である．輸出規制を受けた国の集合を RiこM_iと
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する．そこで，国 kE Riから国 iへの規制された輸出量を Q如=nkqkiとする．また，国 iヘ
の輸出国で，輸出規制を受けない国の集合を Ui二 M八Riとする． このとき，市場 iにおける
均衡条件は次のようになる．
伽p:(Zi) + pi(Z』=Ci, qji瓜(zi)+ Pi (zi) = cj , J E ui. (31) 
ただし， zi= n品＋区jEUinjqji + I:kERi nふ。である．
本稿での輸出規制は，すべての kE Riに対して， dqki< 0を意味するとしよう．均衡条件式 (31)
を全微分することによって， dqii=—入iid乙および j EUに対して， d%i=—入jid乙となる． これ
をdZi= nidq叶 I:jEUinj仇+I:kERi nkdqkiに代入すると， dZi= -(ni入ii+区jEUinj心） d乙＋
江ER匹叩となる．よって，次の比較静学の結果が導かれる．
d乙＝ LkERi nkdq切 < 0. 
l+nふ+LjEUi nj心
(32) 
これより，国内企業の国内販売量と外国企業 jE Uiの輸出量は規制によって次式で示されると
おりに拡大する．
dqii =—入ii 江ERinkdq_ki > 0, dqji =—入れ 区kERinkdq切l+n心 +~jEUi 叫心 > 0. (33) l+nふ＋区jEUin心
次に，国内企業の国内販売による利潤四=(Pi -ci) 9i, 規制を受けない外国企業の利潤
四：：：： (Pi -cJ) qJi, そして，規制を受ける外国企業の利潤 7r切：： (Pi -ck) qkiが如何に変化する
のかを調べる． これらの利潤関数を全微分すると，規制を受けない企業の利潤への影響は次式
で与えられる．
d1ri = (1十、¥i)qiiP:dzi > 0, d1rJi = (1 +入ji)9JiP:dzi > o, j E ui. (34) 
他方，規制を受ける企業の利潤への影響は次のように表される．
d1rki = <ikip~dZi + (Pi -ck) dq如 ~0, k E Ri. (35) 
ヽ
+ + 
以上の結果が示唆するのは，輸入国 iからの VERの要求により，規制を受けない企業は常に
利益を得るが，規制を受ける企業の利潤は低下するかもしれないということである．そこで，ど
のような条件の下で，規制を受ける企業は輸出を減少させることで利潤を増大させるのか明ら
かにする．
このために，自由貿易の水準から輸出量を少しだけ減少させてみよう．自由貿易における輸
出量の下では Pi-Ck= -q如料が成立する． したがって，規制を受ける企業の利潤の変化は次式
で表される．
d1rki = qぃ瓜 (dZi-dq1』 ~0-¢:⇒ dZi -dq如 jO. (36) 
81 
580 関西大学『経済論集』第55巻第4号 (2006年3月）
よって，“自主的”な輸出規制のための条件は dZi-dqki < 0である．言い換えると，国 Kの代
表的な企業が輸出量を自主的に制限するのは，その他の企業の市場 iへの供給量が縮小する場
合である．
以下では，自主的な輸出規制のための必要十分条件をより有益な形で導出する．式 (32)より，
次式が得られる．
dZi -dqぃ＝
—I:zER-k nz (—弧） + (1 +nふ+I:jEU n心—叫(-弧）
l+n心+I:jEU nj入ji
. (37) 
ただし， R~k 三 Ri\{k}は国 iから輸出規制の要求を受けた，国 K以外輸出国の集合を表す．
そこで，輸出規制が (a)差別的な (discriminatory)場合と (b)一律 (uniform)な場合に分け
ての考察が可能となる．
(a)差別的な輸出規制：すべての lE R~k に対して， dqzi = 0とする． このとき， UiU{i}三 M_k
となり，輸出規制が自主的となるための必要十分条件は次のようになる．
l +~jEM-k n心— nk
dZi -dqki = (-dqki) < 0 {:⇒ n心<nk -1. 
1 +),jEM-k nj心 I: jEM-k (37a) 
この条件は輸出国 Kにおける企業数が十分に大きければ成立する. nk = lであれば，輸出規
制は決して自主的ではない．心=1 -eji且と eji三 qji/Ziをもちいると，区jEM_k凡心＝
区jEM-knj -Ei EjEM-k n凡となる． したがって，自主的な輸出規制が成立するための条件は
且＞（区jEM_knj + l -nk) / EjEM-k叫ヶに書き直すことができる．この条件は需要が十分に
凸である場合に成立する．需要が線形であれば，この条件は nk> EjEM-k nj + lとなる．国 K
の企業数が大きすぎると，これらは輸出市場 iで自国企業同士で激しく競争することになる．輸
出制限により自国企業同士の競争を抑えることで，国 Kの1社あたりの利潤は上昇に転じるの
である．
(b)一律な輸出規制：すべての lおよび kE Riに対して， dqzi= dqぃ<0とする． この場合，
自主的な輸出規制のための必要十分条件は次のように表される．
1+ 区jEM\R'nj心— EkERi nk 屹—虹＝ （ーd弧） <0{=:==} I: n心くこnk-1. (37b) 
1'EjEM¥Ri njAji jEM¥Ri kERi 
ここで， LjEM¥Rinj心=LjEM¥Ri nj -Ei LjEM¥Ri凡的を上の条件に代入すれば，自主的な
VERのための条件は Ei> (とjEM¥Rinj―区kERink + l) /区jEM¥Rin凡となる．ここでもま
た，需要が十分に凸であれば，輸出規制は自主的になることが示される．
集合 Riの中の国々に対して VERを要求した国 iの社会的厚生の変化は， VERの下では
絋 <0であることをもちいると，次のように表すことができる．
dwi = (-Z→ ＋入iiQii)p:dzi~o {=⇒ 入iiQ切 ~Z_i {=⇒ 1+ 入ii~Zi/Qii·(38)
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そこで，入iiQii> Z_iであれば， VERは国 iの社会的厚生を高めることになる．心 =1-仇瓦
および ZdQ籾：： 1/(n丸）をさらにもちいると，社会的厚生を上昇させるための条件 (38)は
(2 -1/(n丸））／凡＞且と表現される．以上の考察から，次の命題が導かれる．
命題 6 (a) 国 iが国 Kに対してのみ， 自由貿易の水準からわずかに輸出量を減らす，差別
的VERを課す場合，パレート改善的なVERとなるための必要十分条件は (2-1/(0机几））／仇
＞且＞（とjEM玉 nj+ l -nk) / LjEM-k n凡である.(b)国iが集合代の中の国々に対して，
自由貿易の水準からわずかに同じ量の輸出を減らす，一律VERを課す場合，パレート改善的
なVERとなるための必要十分条件は (2-1/ (仇叫）／仇＞且>(LjEM¥Ri nj―区kERink + l) 
/ LjEM¥Ri nj的である．
5 おわりに
本稿では， GATT/WTOの無差別原則の 1つである最恵国待遇 (MFN)規定の経済効果を，
Saggi (2004)の多数国産業内貿易モデルに輸出補助金を導入し，差別的輸入関税と MFN関税
を比較することで検討した．ある輸入国が MFN規定を採択することによって輸出国が利益を
得るには，その輸出国の限界費用が MFN規定を採択した輸入国に輸出を行なうすべての企業
の限界費用の企業数による加重平均を下回っていなければならない．また，各国が自国の社会
的厚生最大化のために輸出補助金を使用する場合，各国の国内企業数を 1と単純化しても，限
界費用を加重するウェイトに需要パラメータ等が含まれることになる．つまり，輸出補助金が
存在すると， どの輸出国が MFN規定から利益を得るのかを判断する情報についての要件が厳
しくなるのである． したがって， GATT/WTO協定のもとで輸出補助金の使用が禁止されてい
る理由の 1つとして，各国が輸出補助金を使用すると，この情報上の制約をより拘束的なもの
にしてしまうからと指摘してもよかろう．
また，輸出自主規制 (VER)が差別的に輸出国に対して適用されるケースも取り上げた.VER 
が襄に自主的となる条件として， (i)適用される輸出国の企業数が十分に大きいことと (i)輸入
国の需要曲線が十分に凸であることが挙げられる．また，パレート改善的な VERが実現する
ための条件には， (a)各国における企業数の分布， (b)各国企業の市場シェアを決定する限界費
用の分布， (c)需要曲線の曲率が含まれており，ここでも情報上の制約が過大である． しかし，
パレート改善的なケースが理論的に存在しているために，実質上は VERとみなされるべき措骰
が今後も後を絶たないであろう．
差別的な通商政策でまだ理論的な議論の余地が残されているものがいくつかある．セーフガー
ド（緊急輸入制限）措置には MFN原則が適用されなければならないのに対し，反ダンピング課
税には適用されない.A国が B国からの輸入においてセーフガード措置がとられると， A国は
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B国以外の国からの輸入に対しても輸入制限を行なわないといけない．他方，反ダンピング課
税は特定国の特定企業をターゲットに関税を賦課できる． これらは現在， GATT/WTO協定で
禁止されておらず，保護貿易政策手段としてポピュラーである．今後の研究課題として，何故，
前者では MFN原則が適用され，後者では適用されないのか明らかにされるべきである．
補論
A. 最適な差別的関税および差別的補助金の導出
まず，国内におけるマークアップを知三Pi-Ci = -qiiP~-Si, 輸出販売におけるマークアッ
プを Xi1三P1―tij―Ci= -qijPj -Sijと定義する． これら補助金とマークアップの 1対 lの対
応を利用して，補助金率 si とSijの代わりに Xi とXi1について解いていく．式 (lla)を
如，az
-=-Z-ip.-・ ・ 一
i 8q切 8qzi
+n心
asi i as asi 
+ I: いー =0,
i lEM-i asi 
(lla') 
と書き， これを解けば，国内販売の最適なマークアップが次式のとおり得られる．
Xii= (乙P誓〗い塁）1(憂）． (Al) 
ここで，式 (6)をもちいると， oq切/osii=—入iioZdosii 十ふおよび oqJdosii =―心oZdosiiと
なる． これらを式 (Al)に代入し， az山3si= (1 + Ai)―Inふ>0をもちいれば，国内販売にお
ける最適なマークアップが以下のように表されることになる．
Xii= 
Z瓜+I:jEM_i tjinj入ji. 
1'Ai -ni,¥i 
. (Al') 
しかし，式 (Al')の右辺にはまだ，輸入関税の項， I:jEM-iも凸心が含まれている．最適な知
の値を求めるには最適な tjiの値を導出する必要がある．以下では，最適な差別的関税率の導出
が行なわれる．
式 (6a)と(6b)から， oqidotji=―入ioZdotji,oqjdotji =—入jioZdotji一凡および oqli/otzi = 
—入zioZdatji <z =1-j) となる． これらを式 (llb)に代入すれば，次のようになる．
~=-(乙P'.+x訊,.\, + j~ ー't;,n,入ji)詈+Q;, -t;, 凸 =0. (11 b') 
これを tjiについて解き，式 (Al')と{)Zパ加＝ー(1+ Ai)―1几iを代入すれば，次式を得る．
む='',1 n, >., (z忍＋〗％凡入j,) + q;,/ふ. (A2) 
式 (A2) の右辺にはまだ関税の項， ~jEM_ , tjinj心が現われている．そこで， ~jEM-, も凡心を
消去しなければならない．
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式 (A2)の両辺に nj心を乗じ，それをすべての jE M_iにわたって集計すると，次の関係
式が導かれる．
j~, t凸心＝〗店［二n~:;;,(乙p;+ j~, t, 叫入ji)口ごい叫i
そこで，この関係式を ~jEM-i tj叫心について解けば，前述の関税の項が求められる．
こい心=Z_ip~ 区叫'ji+ (1 + Ai -nふ）〉凡伽心Iふ， (A3) 
JEM-i 廷 M→ JEM→ 
ただし， Ai=nふ +~jEM-i 凡心をもちいた．式 (A3) を式 (A2) に代人し，ふー ni,\ii = 
区jEM→凡心をもちいると，最適な差別的関税率がtji= z-iP~+~jEM→凡伍心/t5i+%dふの形
で導出される．さらに，入”三 (qjiP/+ PD /p~ とふ二 1/(-p~) をもちると，心Iふ＝ー (%iP~1 + P~) 
が得られ， これを最適な差別的関税率の式に代入すると，本文中の式 (12a)が導出される．
次に，国内販売における最適なマークアップ， Xii を導出する．式 (Al') より， ~jEM-i tji几心
の項を計算すると，以下のようになる．
,~, t1,n心＝一心い;q;,-p~(〗］入ji) 〗'n,如）2. 
これに入ji= (qj屈+p~) /p~ を代入すれば，
,~, t1,n心＝ーZ_瓜ー (1+〗1A1,) P7 J~, 几加）2. (A4) 
上式を導出するにあたり ~jEM-i njqji =~jEM-, Qji = Z_iをもちいた．式 (Al')に式 (A4)を
代入し， l+~jEM→凡心= 1 + Ai-ni入iを利用すれば，国内販売の最適マークアップが次式
で与えられる．
X切三一q瓜— sii = p:'L nj (qji)2. 
JEM_, 
これを siについて解けば，本文中の最適な国内販売補助金率 (12b)が得られる．
同様に，輸出販売のマークアップ XiJに着目することで，最適な輸出補助金率Sijを導出する．
社会的厚生最大化の 1階条件 (llc)を次のように書き換える．
~:: ~n, (伽Pj~:,; + X,; ~!:;) = 0, j EM_, ・ (llc') 
そして，これに 8qij/8sij=—入ijazjI asij十ふと 8Zj/8sij= (1十八）―Inふを代入し， Xijに
ついて解けば，輸出販売における最適なマークアップが次式で与えられることが分かる．
, azj amj 
／ 
ni仇Pj
Xij = -qijPj-- = 
asij asij 
マークアップの定義 XiJ二PJ tiJ -Ci = -qijPj -SijをSijについて解けば，本文中の最適な輸
出補助金率 (12c)が導かれる．
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B. 最適な MFN関税の導出
式 (llb)から， MFN制約（すべての jE M_iに対して， tji三ti)の下での社会的厚生最大
化のための 1階条件は次のように表現される．
如 如 ，azi 
= I: = z』 +n心 8qi 8qti '"'"● ,. 一• •一""'"" . . 一,.... ,.. . .. " '.. . ati at-jEM-i Jiい=ti ati ati十 I:Q Ji+ tiI: nz ati = o.jEM_i lEM-i (Bl) 
ただし，以前と同様に知三Pi-Ciであり，上式の導出にあたり， E廷M→8Zi/8tji = 8Zi/8ti, 
EjEM-i oqid叩={)qid如そしてこにM_i狐／叩=oq叶仇がもちいられている．さらに，
EjEM_i Qji = zi -Qi三乙およびこにM_i庫加/oti= EにM_i{)Qli/仇 =oZ_d仇を式 (Bl)
でもちいれば，本文中の式 (21)を得る．
MFN制約の下では，式 (Al')において tji= tiと設定可能なため，国内販売の最適なマーク
アップは以下のようになる．
Z-iP~+ ti (Ai -nふ）
Xii= l+Ai-nふ・
これを式 (21)に代入することによって， 1階条件 (Bl)を次式のように表せる．
如，8Zi Z-iP~+ ti(Ai -nふ） oqi az→ 
況＝ー（化尻― 1)乙 +n, l+A,-nふ玩+t, at, = o. (B2) 
上式で項を整理し， oqii/ati=—入iiazパ沈および oZ_doti = (1 + ni,¥i) oZd otiを代入すれ
ば， 1階条件 (B2)を次のように変形できる．
(1+ 1+:.・ 入~'n入J 詈い ((1 +A』(1+ A, -nい詈瓜ー 1)乙 (B3) 
これに oZdoti= -(1 + Ai)―1ふこ廷M_injおよび 8i= l/(-PDを代入し， tiについて解けば，
最適な MFN関税率を本文中の式 (22')で表現できる．
C. 式 (23)の導出
式 (llb)を，ある jE M_iに対し tji= t↑ で評価し，こにM_in心qzdotji= oZ_dotjiをもち
いれば，社会的厚生関数の傾きを最適 MFN関税率のところで評価したものは次のように表す
ことができる．
如 i ,8Qi oqi mfJZ→ 
at-・ 
- =-Z_戊ー—+ni (Pi -ci) — +Qji+t.-
Ji tji=tr atji atji i atji・ 
(Cl) 
ここで， (8Zパ加） / (8Zd8ti) = (8qid8tji) / (8qi。;at』=(8Z_d8tji) / (8Z_d仇） = nj / EjEM_, 
njという関係をもちいると，式 (Cl)を次のように変形できる．
塁い~t'['= LjE:_, nj (-z_,p; 誓+n, (p, -e;)信+LiE:,-, n, 仏 +t心:~')- (C2) 
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最適MFN関税率t'f!'は8wd8t-1i ti=t'f'= -Z-ip~8Zi/8ti+ni (Pi -ci) 8qii/8ti+z-i+r;az_d8ti = 
0の解であるため，それは次式を満たす．
, azi aqi az_i 
-Z-ipi-+ ni (Pi -ci) - +初=-Z-i. (C3) 
ati ati i ati 
式 (C3)を式 (C2)に代入することによって，社会的厚生関数の最適 MFN関税率 r;での傾き
は次のように与えられることが分かる．
如 i nj 
- = Qji - Z-i・(C4) 
匹い＝叩 LjEM-i nj 
MFN制約のもとでの最適な輸出補助金率を sm.で表す．式 (4)および Qji= njqjiにより，
切＝叫Pi-Cj + s閂一坪）I (-pりが得られる．これをすべての jE M_iにわたって集計する
と，乙 =I:jEM→化=LjEM_i nj (Pi -Cj + s開一坪）I (-p~) となる． これらを式 (C4)に代入
すれば，本文中の式 (23)を得る．
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